
大同信号化工株式会社

（単位：円）

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

【資産の部】 【負債の部】

流　動　資　産 573,188,437 流　動　負　債 105,572,656

　　　現　金　預　金 327,623,642 　　　支　払　手　形 8,380,712

　　　受　取　手　形 65,131,253 　　　電子記録債務 19,173,153

　　　売　　掛　　金 76,080,399 　　　買　  掛　　 金 26,476,602

　　　電子記録債権 22,808,269 リ ー ス 債 務 3,604,920

　　　仮　　払　　金 869,675 　　　未 払 法 人 税 等 △ 1,922,600

　　　原　　材　　料 19,479,968 　　　未 払 消 費 税 等 4,930,141

　　　仕　　掛　　品 61,195,231 　　　未　払　費　用 22,929,286

　　　預　　り　　金 2,000,442

　　　賞　与　引　当　金 20,000,000

固　定　資　産 216,660,652 固　定　負　債 116,810,480

 有形固定資産 159,832,798 リ ー ス 債 務 6,465,580

　　　建 物 119,766,819 　　　長期借入金 0

　　　構　　築　　物 3,157,452 　　　退職給付引当金 110,344,900

　　　機　械　装　置 22,768,116

　　　車 輛 運 搬 具 5

　　　工　具　器　具 5

　　　備 品 1,601,401

リ ー ス 資 産 12,539,000 【純資産の部】

株　主　資　本 567,465,953

資　　本　　金 60,000,000

　無形固定資産 136,892 利 益 剰 余 金 507,465,953

      電 話 加 入 権 136,892 　　　 利益準備金 15,000,000

　　　 その他利益剰余金 492,465,953

　投資その他の資産 56,690,962 　別途積立金 423,000,000

　　　長 期 保 証 金 0 繰越利益剰余金 69,465,953

　　　繰延税金資産 56,690,962 （内当期利益） 2,295,662

資　産　合　計 789,849,089 負債及び純資産合計 789,849,089

資　産　の　部 負債及び純資産の部

2024年3月31日現在

貸　借　対　照　表



（単位：円）

647,142,143

591,760,705

55,381,438

54,126,276

1,255,162

1,498,496

2,405

1,496,091

2

0

2

2,753,656

0

4

2,753,652

185,368

272,622 457,990

2,295,662

2023年4月 1日から

損　益　計　算　書

2024年3月31日まで

営 業 外 収 益

金　　額科　　　目

売 上 総 利 益

営 業 利 益

売 上 高

売 上 原 価

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

販売費及び一般管理費

受 取 利 息

雑 収 入

営 業 外 費 用

法人税・住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

特 別 利 益

特 別 損 失

雑 支 出
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経　常　利　益



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1． 棚卸資産の評価基準及び評価方法

（１）原材料 移動平均法による原価法に基づく低価法
（２）仕掛品 売価還元法/個別法による原価法に基づく低価法

２． 固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産 定率法
　ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）
並びに2０１６年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法によっております。

（２）無形固定資産 定額法

（３）リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３． 引当金の計上基準

（１）貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。

（２）退職給付引当金 従業員の退職給付に備える為、当事業年度末における退職給付債務の
　見込額に基づき、当事業年度に発生していると認められる額を計上して
　おります。

（３）賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、
支給見込のうち当期負担額を計上しております。

４． その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております

個　別　注　記　表




